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 富山県税条例施行規則等の一部を改正する規則を次のように定め、公布する。 

  令和元年９月30日 

                    富山県知事 石  井    一  

富山県規則第43号 

   富山県税条例施行規則等の一部を改正する規則 

 （富山県税条例施行規則の一部改正） 

第１条 富山県税条例施行規則（昭和29年富山県規則第27号）の一部を次のように 

 改正する。 

  第40条の見出し中「及び」の次に「特別法人事業税又は」を加え、同条の表以 

 外の部分中「地方法人特別税」を「特別法人事業税又は地方法人特別税（地方税 

法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）附則第31条第２項の規定

によりなおその効力を有するものとされた同法第９条の規定による廃止前の地方

法人特別税等に関する暫定措置法（平成20年法律第25号）に規定する地方法人特

別税をいう。以下同じ。）」に改め、同条の表⑻の項中「法人県民税・法人事業

税・地方法人特別税の更正・決定・加算金決定通知書」を「法人県民税・法人事

業税・特別法人事業税・地方法人特別税の更正・決定・加算金決定通知書」に改

め、同表⒀の項中「法人事業税・地方法人特別税の確定申告書の提出期限の延長

の承認等通知書」を「法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税の確定申告

書の提出期限の延長の承認等通知書」に改める。 

毎週月.水.金曜日発行 
令和元年９月30日 

月 曜 日 
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  第10号様式⑴の備考中                          
 
「     「法人事業税等」とは、「法人の事業税及び地方法人特別税」をいい、この場合における「過誤納金等の額」欄又は「充 

  当額」欄の金額は、法人の事業税と地方法人特別税との合計額となります。ただし、「事業年度等」欄の各事業年度等の開 

  始の日（又は解散の日）が平成20年10月１日前である場合は、法人の事業税のみの金額となります。 

 ３ 地方法人特別税に関する充当等の特例について 

   地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成20年法律第25号）第16条第１項第１号又は第２号に掲げる還付金等がある場 

  合の充当等については、同条第２項又は第３項の規定が適用されます。 ｣ 

 を 
 
「     「法人事業税等」とは、「法人の事業税及び特別法人事業税」をいい、この場合における「過誤納金等の額」欄又は「充 

  当額」欄の金額は、法人の事業税と特別法人事業税との合計額となります。ただし、「事業年度等」欄の各事業年度等の開 

  始の日（又は解散の日）が平成20年10月１日前である場合は法人の事業税のみの金額と、平成20年10月１日から令和元年９ 

  月30日までである場合は法人の事業税と地方法人特別税との合計額となります。 

 ３ 特別法人事業税及び地方法人特別税に関する充当等の特例について 

   特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成31年法律第４号）第14条第１項第１号又は第２号に掲げる還 

  付金等がある場合の充当等については、同条第２項又は第３項の規定が適用されます。 

   また、地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）附則第31条第２項の規定によりなおその効力を有す 

  るものとされた同法第９条の規定による廃止前の地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成20年法律第25号）第16条第１ 

  項第１号又は第２号に掲げる還付金等がある場合の充当等については、同条第２項又は第３項の規定が適用されます。 」 

 に改める。 

  第10号様式⑵の（裏）中                         
 
「  

２ 税目欄に「法人事業税等」と記載されている場合について 

  「法人事業税等」とは、「法人の事業税及び地方法人特別税」をいい、この場 

 合における「過誤納金等の額」欄又は「充当額」欄の金額は、法人の事業税と地 

 方法人特別税との合計額となります。ただし、「事業年度等」欄の各事業年度等 

 の開始の日（又は解散の日）が平成20年10月１日前である場合は、法人の事業税 

 のみの金額となります。 

 

３ 地方法人特別税に関する充当等の特例について 

  地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成20年法律第25号）第16条第１項第 

 １号又は第２号に掲げる還付金等がある場合の充当等については、同条第２項又 

 は第３項の規定が適用されます。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
｣ 

を 
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「 ２ 税目欄に「法人事業税等」と記載されている場合について 

  「法人事業税等」とは、「法人の事業税及び特別法人事業税」をいい、この場 

 合における「過誤納金等の額」欄又は「充当額」欄の金額は、法人の事業税と特 

 別法人事業税との合計額となります。ただし、「事業年度等」欄の各事業年度等 

 の開始の日（又は解散の日）が平成20年10月１日前である場合は法人の事業税の 

 みの金額と、平成20年10月１日から令和元年９月30日までである場合は法人の事 

 業税と地方法人特別税との合計額となります。 

３ 特別法人事業税及び地方法人特別税に関する充当等の特例について 

  特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成31年法律第４号） 

 第14条第１項第１号又は第２号に掲げる還付金等がある場合の充当等については､ 

 同条第２項又は第３項の規定が適用されます。 

  また、地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）附則第31 

 条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第９条の規定によ 

 る廃止前の地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成20年法律第25号）第16条 

 第１項第１号又は第２号に掲げる還付金等がある場合の充当等については、同条 

 第２項又は第３項の規定が適用されます。 

 
 
 
 
 
 
 
」 

に改める。 

  第12号様式⑷の（表）中                         
｢ 法人県民税・法人事業税・地方法人特別税督促状・納付書兼領収証書 」 を 

 
｢ 法人県民税・法人事業税・ 

特別法人事業税・地方法人特別税 督促状・納付書兼領収証書 」 に、 

 
「 

地
方
法
人
特
別
税 

法
人
事
業
税
・ 

税額 

｣ 

を 

「 
地
方
法
人
特
別
税 

特
別
法
人
事
業
税
・ 

法

人

事

業

税

・ 

税額 

｣ 

に、 

延滞金（地方税法の規定による金額） 延滞金（地方税法の規定による金額） 

  

重加算金 重加算金 

計 計 

 
｢ 法人県民税・法人事業税・地方法人特別税 領収済控 」 を 

 
｢       法人県民税・法人事業税・ 
  特別法人事業税・地方法人特別税 領収済控 」 に、 

 
｢ 

地
方
法
人
特
別
税 

法
人
事
業
税
・ 

税額 

｣ 

を 

「 地
方
法
人
特
別
税 

特
別
法
人
事
業
税
・ 

法

人

事

業

税
・ 

税額 

｣ 

に、 

延滞金 延滞金 

    

重加算金 重加算金 

計 計 

 
｢ 法人県民税・法人事業税・地方法人特別税 領収済通知書 」 を 

 
｢ 法人県民税・法人事業税・ 

特別法人事業税・地方法人特別税 領収済通知書 」 に改め、同様式の（裏） 
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中 

｢ 地方法人特別税について 

 地方法人特別税は、平成20年10月１日以後に開始する各事業年度（又 

は同日以後の解散）に係る法人の事業税と併せて賦課される国税ですが､ 

県が法人の事業税と併せて賦課徴収を行います。 

 この督促状の「法人事業税・地方法人特別税」欄の各金額には、法人 

の事業税と地方法人特別税との合計額を記載しています。ただし、「事 

業年度」欄の事業年度の開始の日（又は解散の日）が平成20年10月１日 

前である場合は、法人の事業税のみの金額を記載しています。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
」 

 
を 
 

  
｢ 特別法人事業税及び地方法人特別税について 

 特別法人事業税は、令和元年10月１日以後に開始する各事業年度に係 

る法人の事業税と併せて賦課される国税ですが、県が法人の事業税と併 

せて賦課徴収を行います。 

 地方法人特別税は、平成20年10月１日から令和元年９月30日までに開 

始する各事業年度に係る法人の事業税と併せて賦課される国税ですが、 

県が法人の事業税と併せて賦課徴収を行います。 

 この督促状の「法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税」欄の 

各金額には、法人の事業税と特別法人事業税との合計額を記載していま 

す。ただし、「事業年度」欄の事業年度の開始の日が平成20年10月１日 

前である場合は法人の事業税のみの金額を、平成20年10月１日から令和 

元年９月30日までである場合は法人の事業税と地方法人特別税との合計 

額を記載しています。 

 
 
 
 
 
 
｣ 

に改める。 

  第42号様式の２中「事業税額、」の次に「特別法人事業税額又は」を加え、 
 
「 

地方法人特 
別税 

｣ 

を 

「 特別法人事業
税又は地方法
人特別税 ｣ 

に改める。 

  第42号様式の２の２中「事業税額、」の次に「特別法人事業税額又は」を加え 

 る。                            
 

 第43号様式⑸中 
｢ 法人事業税 
 
地方法人特別税 ｣ 

を 
｢ 法人事業税 
特別法人事業税 
地方法人特別税 ｣ 

に改める。 

  第51号様式の５⑴、第51号様式の５⑶、第51号様式の５⑸、第51号様式の５⑺、 

 第51号様式の13⑴、第51号様式の22⑵及び第51号様式の22⑸中「滞納県税・地方 

 法人特別税」を「滞納金額」に改める。 

  第62号様式を次のように改める。 
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 第62号様式（第40条関係） 

                             年  月  日  

   所在地 

   法人名 
   代表者氏名      様 
                       富山県総合県税事務所長 印 

    法人県民税・法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税の更正・決定・加算金決定通知書 

 

 次のとおり   
年 月 日から 
年 月 日まで の事業年度に対する課税標準及び 

税  額 
加算金額 を 

更正 
決定 しましたから通知します。 

   なお、この通知により徴収する税額等の納期限は、  年 月 日とします 

  のでそれまでに納付してください。  
こよ 
のり 
更徴 
正収 
・す 
決る 
定金 
に額 

法人事業税額 

  円 
特別法人事業税額又は 
地方法人特別税額    円 
 

申告書提出期限   年  月  日 資本金の額又は出資 
金の額        千円 

申告書提 
出年月日 

確定   年  月  日 法人事業税加算金額 

 円 
特別法人事業税加算金額又は 
地方法人特別税加算金額 円 

資本金等の額        千円 
修正   年  月  日 

法人県民税額 

 円 
合計 
            円  管理番号  

                          徴収金額の内訳                      
法人事業税 法人県民税 

摘要 課税標準 税率 税額 （使途秘匿金税額等） 
法人税法の規定によつ   ① 
て計算した法人税額   

兆 
 
十億 

 
百万 千 円 

所 
 
 
得 
 
 
割 

所得金額総額  ㉕ 
兆 
 
十億 

 
百万 千 円   

年 400万円以下の 
金額 

㉖       
兆 
 
十億 

 
百万 千 円 

課税標準額        ②      

年 400万円を超え年 
 800万円以下の金額 

㉗       
     課税標準となる法人税額 

又は個別帰属法人税額 
③      

年 800万円を超え 
る金額 

㉘            法人税割額(③× ／100)    ④      

計 ㉖＋㉗＋㉘ ㉙            
 

道府県民税の 
特定寄附金税 
額控除額 ⑤ 

     
外国の法人税 
等の額の控除 
額    ⑥ 

     

軽減税率不適用法人 
の金額 

㉚            
外国関係会社等に係 
る控除対象所得税額 
等相当額又は個別控 
除対象所得税額等相 
当額の控除額 ⑦ 

     
仮装経理に基

づく法人税割 

額の控除額⑧ 

     

付 
加 
価 
値 
割 

付加価値額総額 ㉛        利子割額の控除額 
 (控除した金額⑳) ⑨      

付加価値額 ㉜       
兆 十億 百万 千 円 差引法人税割額 

 ④－⑤－⑥－⑦－⑧－⑨ ⑩      

資
本
割 

資本金等の額総額 ㉝        既に納付の確定した当期 
分の法人税割額  ⑪      

資本金等の額 ㉞       
兆 十億 百万 千 円 租税条約の実施に係る法 

人税割額の控除額 ⑫      

収
入
割 

収入金額総額 ㉟ 
 
       既還付請求利子割額が過 

大である場合の納付額㉔ ⑬      

収入金額 ㊱       
兆 十億 百万 千 円 差引徴収法人税割額 

  ⑩－⑪－⑫＋⑬ ⑭      

 合計事業税額  ㉙＋㉜＋㉞＋㊱又は㉚＋㉜＋㉞＋㊱   ㊲ 
     

均 
等 
割 
額 

算定期間中において事務所
等を有していた月数 

⑮   月 

平成27年改正法附則第 
８条又は平成28年改正 
法附則第５条の控除額 

㊳      
事業税の特定寄附 

金税額控除額 
㊴          円× ／12 ⑯ 

兆 
 
十億 

 
百万 千 円 

仮装経理に基づく 

事業税額の控除額 
㊵      

既に納付の確定した 

当期分の事業税額 
㊶      既に納付の確定した 

当期分の均等割額 ⑰      

租税条約の実施に係 

る事業税額の控除額 
㊷        差引徴収均等割額 

 ⑯－⑰ ⑱      

 差引徴収事業税額 ㊲－㊳－㊴－㊵－㊶－㊷   ㊸      徴収県民税額 ⑭＋⑱  ⑲  
     

特別法人事業税又は地方法人特別税 利 
子 
割 
額 
に 
関 
す 
る 
計 
算 

利 子 割 額 
(控除されるべき額) 

⑳ 
 
     

摘要 課税標準 税率 税額 控除した金額 
( ④－⑤－⑥－⑦－⑧と⑳のうち少ない額 ) 

㉑ 
 
     

 所得割に係る金額  ㊹ 
兆 
 
十億 

 
百万 千 円 

 
兆 
 
十億 

 
百万 千 円 控除することができ 

なかつた金額 ⑳－㉑ 
㉒ 

 
     

 収入割に係る金額  ㊺        
     

既に還付を請求した 
利子割額   

㉓ 
 
     

 合計特別法人事業税額又は地方法人特別税額 ㊹＋㊺  ㊻       既還付請求利子割額が過大で 

ある場合の納付額 ㉓－㉒(⑬) 
㉔ 
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仮装経理に基づく特別法人事業税額又は地方法人特別税 
額の控除額 ㊼ 

 
     歳出還付税額 仮装経理に基づく過大申告の更正及び租 

税条約の実施に係る更正に伴う繰越控除 

既に納付の確定した当期分の特別法人事業税額又は地方 
法人特別税額 ㊽ 

 
      

法人事業税 

        
十億 百万 千 円 法人事業税 

        
十億 百万 千 円 

租税条約の実施に係る特別法人事業税額又は地方法人特 
別税額の控除額 ㊾ 

 
     

法人県民税 

            
法人県民税 

            

差引徴収特別法人事業税額又は地方法人特別税額 
㊻－㊼－㊽－㊾ ㊿ 

 
     

利子割額 

            
特別法人事業 
税又は地方法 
人特別税  

    

法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税に対する加算金額 

摘    要 
基礎とする事業税額 

ア 

基礎とする特別法人事業税額 

又は地方法人特別税額 

イ 

基礎とする税額合計 
ア＋イ＝ウ(端数計算) 率 

加算金額 
エ 

 うち事業税を基礎 
 とする加算金額 
エ－（エ×イ／ウ）（端数計算) 

過少申告 
加 算 金 

不足税額分 
  

兆 
 
十億 

 
百万 千 円 

 
兆 
 
十億 

 
百万 千 円 

 
超える額分  

           

小計 
兆 
 
十億 

 
百万 千 円 兆 

 
十億 

 
百万 千 円  

 
           兆 

 
十億 

 
百万 千 円 

不 申 告 
加 算 金 

不足税額分 
  

 
           

 
超える額分 

 
 

          

小計 
兆 
 
十億 

 
百万 千 円 兆 

 
十億 

 
百万 千 円  

            兆 
 
十億 

 
百万 千 円 

重加算金            
 

                

 徴収加算金合計 ＋ ＋    
 
     

更正又は決定の理由  
 

   備考 

    １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して３月以内に、富山県知 
     事に対して審査請求をすることができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、 
     当該審査請求をすることができません。 
    ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に、 
     富山県を被告として（訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの 
     訴えを提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、この処分の 
     取消しの訴えを提起することができます。 
     ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 
     ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
     ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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  第63号様式中                              
 

｢ 
法人事業税・地方法人特別税の確定申告書の提出期限の延長の承認等通知書 

｣ 

 を 
 

｢ 
法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税の 
確定申告書の提出期限の延長の承認等通知書 

｣ 

 に改める。 

  第79号様式⑴の備考１及び同様式備考４中「平成32年３月31日」を「令和２年 

 ３月31日」に改める。 

  第 137号様式⑷中「平成  年  月  日」を「    年  月  日」に改める。 

 （富山県税条例施行規則の一部を改正する規則の一部改正） 

第２条 富山県税条例施行規則の一部を改正する規則（平成31年富山県規則第22号） 

 の一部を次のように改正する。 

  第１条中富山県税条例施行規則第35条の改正規定を次のように改める。 

   第33条中「第 125条第２項」を「第 138条の10第２項」に改める。 

   第35条中「第 125条第１項」を「第 138条の10第１項」に改める。 

  第１条のうち、富山県税条例施行規則第52条の見出し及び同条の表以外の部分 

の改正規定中「自動車税環境性能割」を「自動車税の環境性能割」に改め、同規 

則第62条の見出しの改正規定中「見出し中」の次に「「の取得」を削り、」を加 

え、「自動車税環境性能割」を「自動車税の環境性能割」に改め、同条の改正規 

定中「自動車税環境性能割」を「自動車税の環境性能割」に改め、同規則第63条 

の見出し及び同条の改正規定中「自動車税環境性能割」を「自動車税の環境性能 

割」に改め、同規則第64条の見出しの改正規定中「自動車税」を「自動車税環境 

性能割及び自動車税種別割」に改め」を「」を削り」に改め、同規則第65条の見 

出しの改正規定中「自動車税環境性能割」を「自動車税の環境性能割」に改め、 

同条各号列記以外の部分の改正規定中「自動車税環境性能割」に改め」を「自動 

車税の環境性能割」に改め、「の取得」を削り」に改め、同条第１号の改正規定 

中「取得税額」を「環境性能割額」を「自動車の取得税額」を「自動車 環境性 

能割額」に改め、同条第２号の改正規定中「改め」の次に「、「の取得」を削り
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、同号ア中「税額」を「環境性能割額」に改め」を加え、同条第３号の改正規定 

中「改める」を「改め、「の取得」を削る」に改め、同規則第66条（見出しを含 

む。）の改正規定中「（見出しを含む。）」を「の見出し」に、「自動車税環境 

性能割」に改める」を「自動車税の環境性能割」に改め、同条中「、自動車取得 

税」を「、自動車税の環境性能割」に、「自動車取得税の交付額の算定資料報告 

書」を「自動車税（環境性能割）の交付額の算定資料報告書」に改める」に改め、 

同規則第76条の見出し及び同条の表以外の部分の改正規定中「自動車種別割」を 

「自動車税の種別割」に改め、同規則第77条の見出しの改正規定中「自動車税種 

別割」を「自動車税の種別割」に改め、同条第１項の改正規定中「同条第１項中」 

の次に「「によつて」を「により」に、」を加え、同規則第78条の見出しの改正 

規定中「自動車税種別割」を「自動車税の種別割」に改め、同規則第79条の見出

し及び同条各号列記以外の部分の改正規定中「自動車税種別割」を「自動車税の 

種別割」に改め、同条第１号アの改正規定中「第 150条第２項」を「第 177条の 

10第２項」に改め」を「少ない額（条例第 146条の２第２項の規定による申請書 

の提出期限後に減免の申請があつた場合は、当該額に申請のあつた月の翌月から 

３月までの月数を乗じて得た額を12で除して得た額。ただし、法第 150条第２項 

」を「少ない額（条例第 146条の２第２項の規定による申請書の提出期限後に減 

免の申請があつた場合は、当該額に申請のあつた月の翌月から３月までの月数を 

乗じて得た額を12で除して得た額。ただし、法第 177条の10第２項」に改め、「 

。ただし、条例第 139条第１項第１号に規定する自家用の乗用車のうち総排気量 

が２リットル以下のもので、条例附則第６条の７第１項の規定により45,000円を 

超える場合は、税額の全額（条例第 146条の２第２項の規定による申請書の提出 

期限後に減免の申請があつた場合は、当該額に申請のあつた月の翌月から３月ま 

での月数を乗じて得た額を12で除して得た額。ただし、法第 150条第２項の規定 

により月割をもつて課税するときは、当該額に申請のあつた月の翌月から納税義 

務が消滅した月までの月数を乗じて得た額を４月から当該消滅した月までの月数 

で除して得た額）」を削り、同号ア 中「税額」を「種別割額」に改め」に改め、 

同号ア の改正規定中「第 150条第２項」を「第 177条の10第２項」に」を 

「45,000円（法第 150条第２項」を「43,500円（法第 177条の10第２項」に、「 
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45,000円（条例第 139条第１項第１号に規定する自家用の乗用車のうち総排気量 

が２リットル以下のもので、条例附則第６条の７第１項の規定により45,000円を 

超える場合は、税額の全額）」を「43,500円」に」に改め、同号イの改正規定中 

「改め」の次に「、同号イ 中「税額」を「種別割額」に改め」を加え、同号イ 

の改正規定中「第 150条第２項」を「45,000円（条例第 139条第１項第１号に 

規定する自家用の乗用車のうち総排気量が２リットル以下のもので、条例附則第 

６条の７第１項の規定により45,000円を超える場合は、税額の全額）」を「 

43,500円」に、「第 150条第２項」に改め、「改める」を「改め、同条第２号中 

「自動車 税額」を「自動車 種別割額」に改める」に改め、同改正規定の次に 

次のように加える。 

   附則第３項の次に次の１項を加える。 

  ４ 令和元年９月30日までに最初の条例第 137条の３第３項に規定する新規登 

録（以下この項において「初回新規登録」という。）を受けた自動車であつ 

て富山県税条例等の一部を改正する条例（平成29年富山県条例第12号）第１ 

条の規定による改正前の富山県税条例（以下この項において「旧条例」とい 

う。）第 137条第１項若しくは第３項の規定により旧条例に規定する自動車 

税を課されたもの（同日までに初回新規登録を受けた自動車であつて、地方 

税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）第２条の規定によ 

る改正前の地方税法第 146条その他の地方税に関する法律及び旧条例第 138 

条の規定により旧条例に規定する自動車税を課されなかつたものを含む。） 

又は同日までに法の施行地外において法第 146条第２項に規定する運行に相 

当するものとして地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）附則第５条 

の２の２に規定するものの用に供されたことがある自動車であつて令和元年 

10月１日以後に初回新規登録を受けたものに対して課する自動車税の種別割 

を条例第 146条の２第１項の規定により減免する場合の減免額については、 

第79条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる自動車の区分に応じ、それぞ 

れ当該各号に定める額とする。 

   ⑴ 条例第 146条の２第１項第１号に該当する自動車 次のア又はイに掲げ 

    る場合の区分に応じ、それぞれ当該ア又はイに定める額 
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    ア 法第 177条の11第１項に規定する普通徴収の方法により徴収する場合 

      次の 又は に掲げる額のいずれか少ない額（条例第 146条の２第２ 

     項の規定による申請書の提出期限後に減免の申請があつた場合は、当該 

     額に申請のあつた月の翌月から３月までの月数を乗じて得た額を12で除 

     して得た額。ただし、法第 177条の10第２項の規定により月割をもつて 

課税するときは、当該額に申請のあつた月の翌月から納税義務が消滅し 

た月までの月数を乗じて得た額を４月から当該消滅した月までの月数で 

除して得た額）。ただし、自家用の乗用車（三輪の小型自動車であるも 

のを除く。以下この号において同じ。）のうち総排気量が２リットル以 

下のもので、条例附則第６条の８第３項の規定により種別割額が45,000 

円を超える場合は、種別割額の全額（条例第 146条の２第２項の規定に 

よる申請書の提出期限後に減免の申請があつた場合は、当該額に申請の 

あつた月の翌月から３月までの月数を乗じて得た額を12で除して得た額。 

ただし、法第 177条の10第２項の規定により月割をもつて課税するとき 

は、当該額に申請のあつた月の翌月から納税義務が消滅した月までの月 

数を乗じて得た額を４月から当該消滅した月までの月数で除して得た額） 

      種別割額の全額 

      45,000円（法第 177条の10第２項の規定により月割をもつて課税す 

      る場合は、45,000円（自家用の乗用車のうち総排気量が２リットル以 

      下のもので、条例附則第６条の８第３項の規定により種別割額が 

      45,000円を超える場合は、種別割額の全額）に４月から納税義務が消 

      滅した月までの月数を乗じて得た額を12で除して得た額） 

    イ 法第 177条の11第３項に規定する証紙徴収の方法により徴収する場合 

      次の 又は に掲げる額のいずれか少ない額（条例第 146条の２第２ 

項の規定による申請書の提出期限後に減免の申請があつた場合は、当該

額に申請のあつた月の翌月から３月までの月数を乗じて得た額を納税義

務が発生した月の翌月から３月までの月数で除して得た額。ただし、法

第 177条の10第２項の規定により月割をもつて課税するときは、当該額

に申請のあつた月の翌月から納税義務が消滅した月までの月数を乗じて
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得た額を納税義務が発生した月の翌月から当該消滅した月までの月数で

除して得た額） 

      種別割額の全額 

      45,000円（自家用の乗用車のうち総排気量が２リットル以下のもの 

で、条例附則第６条の８第３項の規定により種別割額が45,000円を超 

える場合は、種別割額の全額）に納税義務が発生した月の翌月から３ 

月（法第 177条の10第２項の規定により月割をもつて課税する場合は、 

納税義務が消滅した月）までの月数を乗じて得た額を12で除して得た 

額 

   ⑵ 条例第 146条の２第１項第２号に該当する自動車 種別割額の全額 

  附則第１項中「平成31年10月１日」を「令和元年10月１日」に改める。 

  附則第２項の見出しを削り、同項を附則第５項とし、附則第１項の次に次の３ 

 項を加える。 

  （経過措置） 

 ２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前の自動車の取得に対して 

  課する自動車取得税については、この規則による改正後の富山県税条例施行規 

  則（以下「新規則」という。）の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 ３ 新規則の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得さ 

  れた自動車に対して課する自動車税の環境性能割について適用する。 

 ４ 新規則の規定中自動車税の種別割に関する部分は、施行日以後に納税義務が 

  発生した者に課する自動車税の種別割及び令和２年度以後の年度分の自動車税 

  の種別割について適用し、令和元年度分までの施行日前に納税義務が発生した 

  者に課する自動車税については、なお従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年10月１日から施行する。ただし、第１条中第79号様式⑴ 

 及び第 137号様式⑷の改正規定並びに第２条の規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の富山県税条例施行規則に定める様式による用紙は、当 
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 分の間、所要の調整をして使用することができる。 

                              （税 務 課）  
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